
１　補正概要

26,657,252 千円

659,934,235 千円

686,591,487 千円

    【歳入の内訳】   

12,520,168 千円
5,408,936 千円）

4,076,393 千円
4,037,325 千円）

10,000,000 千円

60,691 千円

２　主な補正事業の内容
（単位：千円）

 ① 感染拡大防止策と医療提供体制の整備

(1,647,253)

1,359,910

3,007,163

(0)

120,000

120,000

 ② 雇用の維持と事業の継続

(1,022,608)

6,000,000

7,022,608

※ 予算額欄の上段 (　　) は既決予算額、中段は補正予算額、下段は累計。　　　は、新規事業。

累 計

（元年度7月補正後予算比＋6.2%)

国 庫 支 出 金
（うち地方創生臨時交付金

諸 収 入

医療政策課
新型コロナウイルス
対応医療従事者応援
事業

事　業　の　概　要 所 管 課

医療現場の最前線で感染症患者の治療にあたる医療従事者を支
援するため、入院患者を受け入れた医療機関に対し、危険手当や
院内感染対策等に活用できる協力金を交付する。
　・交付対象　感染症の入院患者を受け入れ、長時間にわたり対
　　　　　　　応した医療従事者に手当を支給する医療機関
　・交 付 額　入院患者１人あたり１００万円

繰 入 金
（うち財政調整基金取崩

そ の 他

2

3

感染症の影響により収入が減少した世帯（フリーランス、個人
事業主含む）の生計等の維持を図るため、緊急小口資金等の特例
貸付を実施する県社会福祉協議会へ貸付原資を補助する。
　・補 助 率　１０／１０
　・緊急小口資金（貸付回数　１回）
　　　貸付上限　学校休業、個人事業主等の場合　20万円以内
　　　据置期間　１年以内
　　　償還期限　２年以内
　　　貸付利子　無利子
　・総合支援資金（貸付期間　原則３か月以内）
　　　貸付上限　月20万円以内(２人以上)、月15万円以内(単身)
　　　据置期間　１年以内
　　　償還期限　10年以内
　　　貸付利子　無利子
　※償還時に、なお所得の減少が続く住民税非課税世帯につい
    ては、償還を免除することが可能

福祉保健企
画課

生活福祉資金貸付事
業

令和２年度一般会計６月補正予算（第２号）

大分県総務部財政課 
令和２年６月３日

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言の解除等により新たな局面を迎え、今後
は、感染症拡大防止対策と次の段階としての経済活動の回復との両立や将来を見据えた社会・経済構造
の構築を図っていく必要があるため、中小・小規模事業者などに対する更なる支援など、早急に対応が
必要な経費を補正予算に計上し、直ちに取り組みます。

補 正 予 算 額

既 決 予 算 額

1

【新】新型コロナウイルス感染拡大の第２波に備えてＰＣＲ検査
体制の充実を図るため、県内５か所にＰＣＲ検査センターを設置
する。

また、感染リスクが高い手術を受ける患者等が行うＰＣＲ検査
の自己負担額を助成するほか、医療用マスク等を備蓄する。

健康づくり
支援課

感染症予防対策事業

事　業　名 予　算　額

新

新
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(0)

62,200

62,200

(35,583,233)

10,000,000

45,583,233

 ③ 次の段階としての経済活動の回復

(0)

4,032,470

4,032,470

(0)

508,979

508,979

(0)

12,300

12,300

(0)

35,000

35,000

(0)

156,216

156,216

(0)

331,437

331,437

(0)

70,150

70,150

サービス産業における感染拡大の防止と社会経済活動の両立を
図るため、「新しい生活様式」への移行・定着に向けた取組を進
める。
　・飲食店自らが「新しい生活様式」ガイドラインに沿った感染
　　防止の取組を診断可能なツールの作成
　・個店の感染防止対策の見える化に関する講師の育成とＷｅｂ
　　情報発信講座の開催
　・Ｇｏ Ｔｏ Ｅａｔ キャンペーン参加事業者を対象としたセ
　　ミナーの開催

商業・サー
ビス業振興
課

サービス産業の新し
い生活様式移行定着
支援事業

肉用子牛の県内流通の活性化と県産和牛の生産体制の維持を図
るため、県内肥育農家の県内市場からの子牛導入に要する経費に
対し助成する。
　・補 助 額　２万円／頭

畜産振興課
肉用子牛県内流通活
性化緊急対策事業

外国人留学生緊急支
援事業

10

県産農林水産物の家庭内消費等を喚起するため、レシピ動画や
ＰＲ動画を小売店舗や料理サイト等で配信するほか、収束後に大
消費地（東京、大阪等）において消費拡大のためのＰＲイベント
等を実施する。

おおいたブ
ランド推進
課

Ｔｈｅ・おおいたブ
ランド消費喚起緊急
対策事業

11

外食需要の減少している県産農水産物の消費を拡大するため、
希望する県内小中学校等の学校給食に提供するとともに、食育を
通じ児童・生徒の農林水産業への理解醸成に取り組む。
　・対象品目　おおいた和牛、冠地どり・豊のしゃも、養殖ブリ
　　　　　　　養殖ヒラメ、ジビエ等

農林水産企
画課

県産農水産物学校給
食提供事業

12

県産品販売緊急支援
事業

【新】中小企業等の資金需要の増大に対応するため、制度資金の
新規融資枠の拡大に必要な貸付原資を預託する。
　・新規融資枠（７００億円→１，０００億円）

経営創造・
金融課

中小企業金融対策費

9

県産品のＰＲを推進するため、「おんせん県おおいたオンライ
ンショップ」において観光情報を発信するほか、首都圏等で大分
フェアを開催する。

首都圏需要の迅速な回復を図るため、フラッグショップを拠点
とした首都圏大手企業とのネットワークづくりを行うとともに、
オリジナル商品を開発するほか販売体制を構築する。

商業・サー
ビス業振興
課

5

4

感染症の影響によりアルバイト収入等が減少した留学生を支援
するため、奨学金を給付するほか、生活資金の貸付を実施する大
学コンソーシアムおおいたへ貸付原資を補助する。
　・私費外国人留学生奨学金制度に家計急変枠を創設
　　　給付額　１８万円　　給付人数　２４０人
  ・留学生生活資金の貸付を実施する大学コンソーシアムおおい
　　たへの助成（１０万円×５０人分）
　・留学生による本県への留学の魅力ＰＲ動画の作成・発信

国際政策課

8

6

売上げが減少しながらも事業の継続、雇用の維持や「新しい生
活様式」の実践に取り組む県内の法人や個人事業者に応援金を給
付する。
　・新型コロナウイルス関連の制度資金等の融資を受けた者
　　　給付額　法人 ３０万円　　個人事業者 １５万円
　・令和２年１月１日以降に創業した事業者のうち、災害時小規
　　模事業者等持続化支援事業の採択を受けた者
　　　給付額　１５万円

商工観光労
働企画課

中小企業・小規模事
業者応援金給付事業

7

直近１か月の売上げが減少した県内ものづくり中小企業を支援
するため、事業再興計画を策定し、新規分野への挑戦や新規の顧
客獲得に取り組む経費に対し助成する。
　・一 般 枠　前年度比１０％以上減少した事業者
　  　補助率　３／４
　・特 別 枠　前年度比１５％以上減少した事業者
　　　補助率　５／６
　（限 度 額）設備投資　５００万円
　　　　　　　研究開発　３００万円
　　　　　　　販路開拓　２００万円
　　　　　　　※１者あたり上限５００万円

工業振興課
ものづくり中小企業
コロナ危機対応再興
支援事業

新

新

新

新

新

新

新

新
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(0)

184,500

184,500

(0)

51,489

51,489

(0)

298,525

298,525

(0)

119,929

119,929

(0)

171,750

171,750

(24,334)

22,126

46,460

(0)

18,238

18,238

(103,717)

98,550

202,267

(0)

48,500

48,500

(0)

34,170

34,170

13

県内の住宅需要を喚起し、県産材消費を拡大するため、県産材
を使用した住宅を建築する県民に対し、県産加工家具等の購入に
利用できるポイント（１ポイント＝１円換算）を交付する。
　・対象住宅　県産乾燥材を１０㎥以上使用し、令和３年２月末
　　　　　　　までに棟上げを完了する住宅
　・交 付 数　３０万～５０万ポイント／棟
　　　　　　　（県産材使用量に応じて上乗せ）
　・交換対象　県産材を使用した家具、県産農林水産物等

林産振興室
木材消費拡大緊急対
策事業

14

外食店等への出荷量が減少している養殖ヒラメ等の消費拡大を
図るため、商社等が実施する量販店への販路拡大に要する経費に
対し助成する。
　・補 助 率　２／３

また、ヒラメ等高級養殖魚の生産量の維持を図るため、次期種
苗投入に要する経費に対し助成する。
　・補 助 率　１／３

漁業管理課
水産振興課

養殖業緊急支援事業

20

Ｇｏ Ｔｏ キャンペーン等による本県への誘客を後押しするた
め、メディアやＷｅｂ広告等を活用し本県のイメージアップにつ
ながる「おんせん県おおいた」の効果的な情報発信を行う。
　【新】九州圏内等における高速バスのラッピング広告の実施
　・関西圏や首都圏におけるパブリシティ活動の実施やＷｅｂ広
　　告の制作・配信　など

観光政策課
おおいたツーリズム
大学修了生による観
光応援事業

22

リーグ開幕の延期等により活躍の場が減少しているプロスポー
ツチームを活用し、県民がスポーツに触れることができる体験イ
ベント等を実施する。
　・地域イベントにおけるスポーツ教室の開催（１８市町村）
　・プロスポーツチームのホームゲームにおける県民無料招待
　　ＤＡＹの実施　など

芸術文化ス
ポーツ振興
課

スポーツ推進事業

21

18

【新】収束後を見据えた誘客を促進するため、オフィシャルアー
ティストを活用した情報発信を行うとともに、市や民間事業者等
が実施する受入環境の整備に対し助成する。
　・市が行う受入環境整備への助成
　　　補助率　　1/2　　　　　　　　　限度額　100万円
　・民間事業者等が行う受入環境整備への助成
　　　補助率　10/10（県1/2　市1/2）　限度額　 50万円

自然保護推
進室

祖母・傾・大崩ユネ
スコエコパーク推進
事業

16

収束後に外国人観光客を呼び戻すため、Ｗｅｂ等を活用した観
光事業者の支援を行うとともに、東アジアや英国・大洋州をター
ゲットにした誘客対策を行う。
　・Ｗｅｂを活用した旅行会社向け説明会、商談会の実施
　・動画サイト等を活用したプロモーションの実施
　・ＳＮＳ等による情報発信(韓国・中国・香港・台湾)
　・誘客アドバイザーを活用した情報発信の強化(英国・大洋州)

観光誘致促
進室

インバウンド推進体
制整備事業

17

中止・延期を余儀なくされている芸術文化活動の発表の機会を
創出するため、芸術文化団体によるインターネットを活用したコ
ンテンツの作成・配信や、県内各地における公演・イベントを実
施する。
　・芸術文化団体が行う配信システム整備に対する助成（５件）
　　　補助率　１０／１０　　限度額　１００万円
　・芸術文化団体が実施する公演等の収録・公開（２０件）
　・収束後における県内各地でのイベントの開催（６０箇所）

芸術文化ス
ポーツ振興
課

芸術文化活動推進事
業

利用者数が激減した交通機関を活用し本県への誘客を促進する
ため、Ｇｏ Ｔｏ キャンペーン等と連携し、各交通事業者の特性
を生かした商品造成や情報発信を行う。
　・滞在時間の延長や満足度向上につながる企画商品の造成
　・造成した商品や事業者が取り組む感染防止対策の情報発信

交通政策課
交通機関を活用した
緊急誘客促進事業

15

収束期に観光客を呼び戻すため、九州、中四国、関西を中心に
効果的な情報発信を行うとともに、九州圏内の旅行業者と連携し
た割引商品を造成する。
　・割 引 額　５，０００円／人

収束後にＧｏ Ｔｏ キャンペーンと連動した誘客を行うため、
観光施設の割引クーポンを発行する。
　・割 引 率　１／２

観光誘致促
進室

おんせん県誘客回復
推進事業

19

広報広聴課
おおいたブランド戦
略強化事業

新たな観光コンテンツの創出や地域における観光の課題解決を
図るため、ツーリズム大学修了生を対象とした提案公募を実施
し、優れた取組について観光事業者と連携した実証を行う。

新

新

新

新

新

新

新

新
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(500,000)

200,000

700,000

 ④ 将来を見据えた社会・経済構造の構築

(145,647)

13,188

158,835

(0)

2,309

2,309

(156,853)

1,285,016

1,441,869

(0)

298,112

298,112

(3,675,261)

583,837

4,259,098

(0)

28,215

28,215

(0)

37,268

37,268

 ⑤ 安心・活力・発展プランの推進

(0)

6,525

6,525

(0)

98,473

98,473

　新型コロナウイルス感染症の影響による大会の開催中止などに伴い、今年度中の執行が明らか

25

県が実施する中小企業向け説明会や、就職面接会の開催機会の
拡充を図るため、Ｗｅｂ会議環境の整備を行う。

情報政策課

23
地域活力づくり総合
補助金

【新】地域経済・社会の維持・復興につながる地域の主体的な取
組を支援するため、新型コロナウイルス感染症対応緊急支援枠を
創設する。
　・補 助 率　１０／１０
　・限 度 額　１００万円

26

【新】県立学校のＩＣＴ教育環境整備を加速するため、県立中学
校、高等学校及び特別支援学校にタブレット型端末を整備すると
ともに、緊急時における家庭学習環境を整備する。
　・児童生徒１人１台端末の整備
　・緊急時における貸出用ルーターの整備　など

教育財務課
県立学校ＩＣＴ活用
授業推進事業

28

【新】県立学校における衛生環境の改善を図るため、教室の空調
設備の更新やトイレの改修等を行う。
　・空調設備の更新（新生支援学校など１４校）
　・感染症予防のためのトイレの洋式化（杵築高校など２２校）
　・手洗い水栓の自動化

教育財務課
県立学校施設整備事
業

29

私立学校における衛生環境の改善を図るため、学校法人が行う
トイレの改修等に対し助成する。
　・トイレの乾式化、手洗い水栓の自動化
　　　補助率　１／３ → ２／３（国１／３　県１／３）
　・トイレの洋式化
　　　補助率　１／３

私学振興・
青少年課

私立学校衛生環境改
善事業

おおいた創
生推進課

24

【新】新型コロナウイルスによる環境の変化に対応する小売店や
サービス業等の新たなビジネス創出を促進するため、遠隔コミュ
ニケーションツールやＳＮＳ等を活用した事業展開の指導やフォ
ローアップ等を行う。
　・オンラインツール基礎セミナーの実施（２４回）
　・遠隔型ビジネスの展開を行う事業者を対象とした伴走支援の
　　実施（６者）
　・県内への展開のための成果発表会の開催

経営創造・
金融課

おおいたスタート
アップ支援事業

31

県全域の１１９番通報を一元的に処理する共同指令センターを
整備するため、大分市が実施する基本設計に対し助成する。
　・補 助 率　１／２ 消防保安室

高機能消防指令セン
ター共同整備支援事
業

　

30

芸術文化ゾーンの核である県立美術館と県立総合文化センター
の回遊性を高め、県民が多様な分野の芸術文化に触れる機会を提
供するため、高画質カメラとＡＩを活用して来館者の属性や行動
分析等を行い両施設が連携した魅力ある企画の実現につなげる。

芸術文化ス
ポーツ振興
課

先端技術を活用した
芸術文化ゾーン魅力
向上事業

27

Ｗｅｂ会議利用推進
事業

私立学校のＩＣＴ教育環境整備を加速するため、学校法人が行
うタブレット型端末の整備や緊急時における家庭学習環境の整備
に対し助成する。
　・私立高校が行う生徒１人１台端末整備への助成
　　　補助率　２／３
　・私立小中学校が行う児童生徒１人１台端末整備への助成
　　　補助率　１／２ → ２／３（国１／２　県１／６） など

私学振興・
青少年課

私立学校ＩＣＴ活用
授業推進事業

〔減額補正の実施〕

　に困難となったものについて減額する。（７事業　164,355千円）

32

大分空港をアジア初の水平型宇宙港として活用するため、経済
波及効果や施設整備等に関する調査を実施する。

先端技術挑
戦室

スペースポート推進
事業

新

新

新

新

新

新
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